
   

－1－ 

らくうけーるサービス利用規約 

平成 28年 8 月 1日 

改訂 平成 29年 7 月 1日 

第１章 総則 

 

第１条（利用規約の適用） 

本規約は、本規約に同意のうえ、当社との間でらくうけーるサービスの利用に関する契約（以下「サービス利用

契約」という）を締結した者（以下「契約者」という）がＪＦＥエンジニアリング株式会社（以下「当社」とい

う）のソフトウェアサービス（ソフトウェアの機能をネットワーク経由で提供するサービスであってサービスメ

ニュー表（以下「メニュー表」という）に定めるものをいい、以下総称して「本サービス」という）を利用する

にあたり必要な条件を定めることを目的とします。 

２ 契約者は、本サービスの利用にあたり本規約を遵守するものとします。 

３ 当社は、本サービスの利用の目的で、契約者の個人情報（個人情報の保護に関する法律の「個人情報」を 

いい、以下「個人情報」という。）を取得し、契約者は、これに同意する。 

４ 当社が提供する本サービスには、本規約記載の条件に加えて、特則が適用されることがあります。特則は、

本サービスのみに適用されるものであり、他のサービスには適用されません。特則の内容は、本規約と一体とし

て解釈されるものであり、特則と本規約に不一致のあるときには、特則が優先して適用されるものとします。 

 

第２条（規約の変更） 

当社は、本規約を随時変更することがあります。なお、この場合には、契約者の利用条件その他サービス利用契

約の内容は、変更後の新規約を適用するものとします。 

２ 当社は、前項の変更を行う場合は、30 日以上の予告期間をおいて、当社所定のホームページに掲載すること

により、変更後の新規約の内容を契約者に通知するものとします。 

 

第３条（提供区域） 

本サービスの提供区域は、特に定める場合を除き、日本国内に限るものとします。 

 

第２章 サービス利用契約 

 

第４条（契約の締結等） 

サービス利用契約は、申込者（サービス利用契約の締結を希望する者をいい、以下同じ）が当社所定の書式の申

込書を当社に提出し、当社がこれに対し承諾の通知を発信したときに成立するものとします。なお、申込者は、

本規約の内容・本サービスの利用の目的で当社が申込者の個人情報を取得することを承諾の上、申込を行うもの

とし、申込者が申込を行った時点で、当社は、申込者が本規約の内容を承諾しているものとみなします。 

２ 当申込者は、当社所定の申込書に、本サービスの利用開始希望日および利用を希望するサービスの申込数量

を記入後記名押印し、当社に提出するものとします。また、当社は承諾の通知とともに、本サービスの利用開始

日（以下「サービス利用開始日」という）を通知するものとします。なお、サービス利用契約は、サービス利用

契約の申込（当社所定の付番により特定されるものをいう）ごとに締結されます。 

３ 当社は、申込者が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合には、サービス利用契約を締結しないこと

があるものとします。 

(1) 申込者が虚偽の事実を申告したとき 

(2) 申込者が本サービスの利用にかかる料金の支払を怠るおそれがあるとき 

(3) 本サービスの提供が技術上困難なとき 

(4) 申込者が過去に当社との契約に違反したことがあるとき 

(5) 第３１条に定める保証、表明に反する事実があったとき、または、確約に反する行為があったとき 

(6) 同業他社 

(7) 当社の業務の遂行に支障があるときその他当社が不適当と判断したとき 

４ サービス利用契約は、契約成立日における契約者、当社間の合意を規定するものであり、サービス利用契約

締結前に相互に取り交わした合意事項、各種資料、申し入れ等がサービス利用契約の内容と相違する場合は、サ

ービス利用契約の内容が優先されるものとします。 

５ 本規約に記載されている内容は、サービス利用契約に関する合意事項の全てであり、契約者および当社はサ

ービス利用契約および本サービスに関し、互いに本規約で定められている内容以上の義務および責任を負担しな

いものとします。 

６ 契約者は、第 2 項の申込事項につき変更する事由が生じた場合は、当社所定の申込書に、変更内容を記入後

記名押印し、当社に提出するものとします。 
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７ 当社所定のホームページよりサービス利用契約が締結される場合は、前各項の規定にかかわらず以下の各号

の規定が適用されるものとします。 

(1) 当社所定のホームページからの申込時には、申込書に記名押印は不要とします。 

(2) 当社所定のホームページからの申込が通信環境の不具合等により当社に到達しなかったことにより申込者が

損害を被ったとしても、当社は何ら責任を負うものではありません。 

(3) 申込手続き完了後の、申込内容変更およびキャンセルは原則として受理できません。 

(4) 当社は、サービス利用契約により決定した利用開始日までに、指定のメールアドレスへの電子メールまたは

郵送によって、本サービスの利用にあたり必要となる契約情報などを送付します。 

ただし、当社と申込者が協議の上、当該変更およびキャンセルを行う合理的な事由があると当社が判断した場合

には、当社は、当該変更およびキャンセルを受理する場合があります。 

 

第５条（契約期間） 

利用契約においては、その期限を定めません。メニュー表により、メニューごとにそれぞれ利用開始日と料金起

算日を定めます。 

 

第６条（本サービスの終了） 

契約者は、当社に解約の申込を行うことにより、サービス利用契約を解約し、本サービスの利用を終了すること

ができるものとします。契約者は、サービス利用契約を解約するときには、解約を希望する日の 1か月前までに、

当社所定のフォーマットをもって当社に解約の申込を行うものとします。サービス利用契約は、契約者から当社

に解約の申込が到達した翌月末時点で終了するものとします。 

２ 契約者または当社は、相手方が次の各号のいずれかに一つにでも該当したときは、相手方になんらの通知・

催告を要せず直ちにサービス利用契約の全部または一部を解除できるものとします。 

(1) 手形または小切手が不渡りとなったとき 

(2) 差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申し立てがあったとき、または、租税滞納処分を受けたとき 

(3) 破産手続開始、特定調停手続開始、会社更生手続開始もしくは民事再生手続開始、その他これらに類似する

倒産手続開始の申し立てがあったとき、または清算に入ったとき 

(4) 解散または事業の全部もしくは重要な一部を第三者に譲渡しようとしたとき 

(5) 監督省庁から営業の取消・停止処分等を受けたとき、または転廃業しようとしたときであって、サービス利

用契約を履行できないと合理的に見込まれるとき 

(6) 第３１条に定める保証、表明に反する事実があったとき、または、確約に反する行為があったとき 

(7) サービス利用契約に基づく債務を履行せず、相手方から相当の期間を定めて催告を受けたにもかかわらず、

なおその期間内に履行しないとき 

３ 契約者または当社は、前項各号のいずれかに該当したときは、当然に期限の利益を失い、相手方に対して負

担する一切の金銭債務をただちに弁済するものとします。 

４ 契約者が第 2 項各号のいずれかに該当したことにより、当社がサービス利用契約を解除したときには、契約

者は、契約を解除した月の月額利用料金および消費税等相当額を支払条件に従い、支払うものとします。 

 

 

第３章 サービスの提供 

 

第７条（サービスの提供） 

当社は契約者に対し、サービス利用契約に基づき善良な管理者の注意をもって本サービスを提供するものとしま

す。ただし、サービス利用契約に別段の定めがあるときはこの限りでないものとします。 

２ 本サービスの内容は、個々のサービスごとに当社が用意するインターネット上のホームページに掲載される

メニュー表に定めるとおりとします。 

 

第８条（サービスの利用） 

本サービスを利用するにあたっては、契約者は、当社が推奨するコンピュータ端末、通信回線その他のコンピュ

ータ環境（以下「クライアント環境」という）を用意し、当社のコンピュータ設備（以下「当社サービス環境」

という）に接続するものとします。本サービスの提供は、クライアント環境から当社サービス環境にネットワー

ク経由で接続することにより行われます。 

 

第９条（提供時間帯） 

本サービスの提供時間帯は、メニュー表に定めるとおりとします。 

２ 前項の定めにかかわらず、当社は、本サービスの円滑な運営のために、計画的なメンテナンス（以下「計画

メンテナンス」という）を実施することがあるものとし、計画メンテナンスの実施のために本サービスの提供を

一時的に中断することがあります。このとき、当社は、メニュー表に記載の方法で、計画メンテナンスを実施す
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る旨を、当該計画メンテナンスにかかる契約者に通知するものとします。 

３ 第 1 項の定めにかかわらず、当社は、本サービスの維持のためにやむを得ないと判断したときには、緊急の

メンテナンス（以下「緊急メンテナンス」という）を実施するために本サービスの提供を一時的に中断すること

があります。このとき、当社は、当該緊急メンテナンスの実施後すみやかに、緊急メンテナンスを実施した旨を、

当該緊急メンテナンスにかかる契約者に報告するものとします。 

 

第１０条（契約者の協力義務） 

契約者は、当社が本サービスを提供するにあたり必要とする情報を、当社に提供するものとします。 

２ 契約者は、本サービスの利用にあたり、当社との連絡窓口となる者（以下「運用担当者」という）を定め、

その連絡先情報を当社に通知するものとします。また、運用担当者が変更となった場合は、すみやかに変更後の

運用担当者に関する情報を通知する必要があります。 

３ 本サービスの利用に関する契約者と当社との連絡は、すべて運用担当者を通じて行うものとします。 

 

第１１条（問い合わせ） 

当社は、本サービスに関する仕様または操作方法に関する質問を、運用担当者から受け付けるものとします。質

問の受付・回答方法、および、受付時間帯・回答時間帯は、メニュー表に記載のとおりとします。 

２ 当社は、本サービスが正常に動作しない場合における原因調査、回避措置に関する質問または相談を、運用

担当者から受け付けるものとします。質問または相談の対応時間帯は、メニュー表に記載のとおりとします。 

３ 契約者が個別に導入したサービスおよびソフトウェアに関する問い合わせ、本サービスと組み合わせて使用

しているソフトウェア（当社が本サービスの一部として提供しているものを除く）に対する問い合わせ、当社サ

ービス環境の内部構造に関する問い合わせ等、前項に記載された内容以外のサポートに関しては、行いません。 

 

第１２条（再委託） 

当社は、サービス利用契約に基づき提供する本サービスに関する作業の全部または一部を、当社の責任において

第三者に再委託できるものとします。 

２ 前項に基づき当社が再委託した場合の、再委託先の選任、監督ならびに再委託先の行った作業の結果につい

ては、一切当社が責任を負い契約者には迷惑を掛けないものとします。 

 

第１３条（著作権等） 

本サービスにおいて当社が提供するソフトウェア・コンテンツ等は、当社または第三者が著作権等を有するもの

であり、特段の定めのない限り、契約者は、当該ソフトウェア・コンテンツ等を複製、翻案、公衆送信（送信可

能化を含む）、改造、逆コンパイル、逆アセンブル、リバースエンジニアリング等することはできないものとし

ます。 

２ 本サービスの一部として当社が契約者に提供する、クライアント環境にて動作させるソフトウェア等におい

て、その使用許諾条件が別途書面等にて提示されている場合には、契約者は、当該使用許諾条件に従って当該ソ

フトウェア等を使用するものとします。 

３ 当社は、本サービスにおいて契約者が当社サービス環境に登録したコンテンツ等を、当社が本サービスを運

営する目的に限り、当社サービス環境上において複製・翻案・自動公衆送信（送信可能化を含む）等することが

できるものとします。 

 

第１４条（データの取扱） 

契約者は、契約者が当社サービス環境に登録・保存したデータ等のうち、契約者が重要と判断したデータ等を、

自らの責任でバックアップとして保存するものとします。 

２ 契約者は、サービス利用契約が終了するときには、当社サービス環境に登録・保存したデータを、自己の責

任と費用負担において、必要に応じダウンロードして取得するものとします。なお、サービス利用契約が終了し

た後においては、解約前に当社サービス環境に登録・保存したデータを、参照・閲覧・操作・取得等することが

できないものとします。 

 

第１５条（禁止事項） 

契約者は、本サービスの利用において以下の行為を行わないものとします。 

(1) 当社もしくは第三者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害する行為、または、侵害するおそれのある行為 

(2) 当社もしくは第三者の財産、プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為、または、侵害するおそれのある

行為 

(3) 当社もしくは第三者を差別もしくは誹謗中傷・侮辱し、第三者への差別を助長し、または、当社もしくは第

三者の名誉もしくは信用を毀損する行為 

(4) 詐欺、規制薬物の濫用、児童売買春、預貯金口座および携帯電話の違法な売買等の犯罪に結びつく行為、ま

たは結びつくおそれの高い行為 
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(5) わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待に相当する画像、文書等を送信もしくは掲載する行為、またはこれら

を収録した媒体を販売する行為、または、その送信、掲載、 販売を想起させる広告を表示または送信する

行為 

(6) ストーカー行為等の規制等に関する法律に違反する行為 

(7) 無限連鎖講（ネズミ講）を開設し、または、これを勧誘する行為 

(8) 違法に賭博・ギャンブルを行い、または、これを勧誘する行為 

(9) 違法行為（けん銃等の譲渡、児童ポルノの提供、公文書偽造、殺人、脅迫等）を直接的かつ明示的に請負し、

仲介しまたは誘引（他人に依頼することを含む）する行為 

(10) 人の殺害現場等の残虐な情報、動物を虐待する画像等の情報、その他社会通念上第三者に著しく嫌悪感を抱

かせる情報を掲載し、または、不特定多数の者にあてて送信する行為 

(11) 人を自殺に誘引または勧誘する行為 

(12) インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律に基づく、当該事業の提

供者に対する規制および当該事業を利用した不正勧誘行為の禁止に違反する行為 

(13) 選挙の事前運動、選挙運動またはこれらに類似する行為および公職選挙法に抵触する行為 

(14) 当社もしくは第三者に対し、無断で広告・宣伝・勧誘等の電子メールを送信する行為、嫌悪感を抱くもしく

はそのおそれがある電子メール（嫌がらせメール）を送信する行為、当社もしくは第三者の電子メール受信

を妨害する行為、または連鎖的な電子メール転送を依頼する行為および当該依頼に応じて転送する行為 

(15) 第三者の保有するコンピュータに対して多数回の接続行為を繰り返し行い、もって当該コンピュータを利用

困難な状態におく行為 

(16) 本人の同意を得ることなく、または、詐欺的な手段により第三者の個人情報を収集する行為 

(17) 本サービスの利用により利用しうる情報を改ざんまたは消去する行為 

(18) 当社または第三者になりすまして本サービスを利用する行為 

(19) 当社もしくは第三者の設備等の利用、運営に支障を与える行為、または、与えるおそれのある行為 

(20) 有害なコンピュータプログラム等を送信もしくは掲載し、または、第三者が受信可能な状態におく行為 

(21) 法令に基づき監督官庁等への届出、許認可の取得等の手続が義務づけられている場合に、当該手続を履行せ

ず、その他当該法令に違反する行為 

(22) 上記各号の他、法令もしくは公序良俗に違反（暴力、残虐等）する行為、当社の信用を毀損し、もしくは、

当社の財産を侵害する行為、または、第三者に不利益を与える行為 

(23) 上記各号のいずれかに該当する行為（当該行為を第三者が行っている場合を含む）が見られるデータ等へリ

ンクを張る行為 

(24) 第三者に、前各号までのいずれかに該当する行為をなさしめ、または、当該第三者の当該行為が存在するこ

とを知りながら適切な措置を講じることなく放置する行為 

 

第１６条（当事者間解決の原則） 

契約者は、第三者の行為につき、前条各号のいずれかに該当すると判断した場合は、当該第三者に対し、直接要

望等を通知するものとします。 

２ 契約者は、自己の行為につき、前条各号のいずれかに該当するとして当社または第三者から何らかのクレー

ムが通知された場合、自己の責任と費用負担において当該クレームを処理解決するものとします。 

 

第１７条（トラブル処理） 

当社は、契約者の行為が第１５条各号のいずれかに該当すると判断した場合、または前条第２項のクレームに関

するトラブルが生じたことを知った場合は、契約者への事前の通知なしに、契約者が送信または表示する情報の

一部もしくは全部の削除または不表示、あるいは第６条に基づく契約の解除等、当社が適当と判断する措置を講

ずることができるものとします。 

 

第１８条（自己責任の原則） 

契約者は、本サービスを利用するための ID、パスワードまたはメールアドレス等の使用および管理について責任

を持つものとし、これらが第三者に使用されたことにより契約者に生じた損害については、当社は何ら責任を負

わないものとします。また、これらの第三者の使用により発生した利用料金についても、すべて契約者の負担と

します 

２ 契約者は、本サービスの利用に伴い、自己の責に帰すべき事由で第三者に対して損害を与えた場合、または

第三者からクレーム等の請求がなされた場合、自己の責任と費用をもって処理、解決するものとします。契約者

が本サービスの利用に伴い、第三者から損害を被った場合、または第三者に対してクレーム等の請求を行う場合

においても同様とします。 

３ 本サービスを利用して契約者が提供または伝送する情報（コンテンツ）については、契約者の責任で提供さ

れるものであり、当社はその内容等についていかなる保証も行わず、また、それに起因する損害についてもいか

なる責任も負わないものとします。 
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第１９条（セキュリティの確保） 

当社は、当社サービス環境の安全を確保するために、当社サービス環境に当社所定のセキュリティ防護措置を講

じるものとします。なお、当社は、当社サービス環境への不正なアクセスまたは本サービスの不正な利用を完全

に防止することを何ら保証するものではありません。 

２ 当社は、本サービスの提供のために設置する当社設備等に対してまたはこれを利用して不正侵入を試みる通

信、当社設備等の破壊を試みる通信、および本サービスの利用不能等を試みる通信等（以下総称して「攻撃的通

信」という）を検知するため、当社設備に侵入検知システム等（以下「IDS」という）を設置する場合があります。

当社は、IDS により、当社設備等に対してまたはこれを利用してなされる通信が、攻撃的通信であるか否かを判断

するため、本サービスと外部との通信の内容を確認することがあります。契約者は、IDS により、当社が当該通信

の内容が確認されることがあることを、あらかじめ了解するものとします。当社は、IDS により得られた攻撃的通

信の記録の集計・分析を行い、統計資料を作成し、本サービスの安全性向上等のために利用、処理します。また、

契約者は、当社が作成した統計資料が、コンピュータセキュリティの研究、開発、改善、啓蒙その他の目的のた

めに公表されることがあることを、了解するものとします。 

 

第２０条（契約者固有情報） 

当社は、契約者が本サービスに自ら登録・入力した、契約者固有の情報であってアクセス制御機能が施されてい

るもの（以下「契約者固有情報」といい、個人情報を含むものとする。）を、契約者の同意なく参照、閲覧等し

て利用しません。 

２ 前項の定めにかかわらず、当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約者固有情報を、正当な範

囲で参照、閲覧（当該各号において定める場合には第三者に開示することを含む）することがあるものとします。

なお、当社は、次の各号のいずれかに該当することにより参照・閲覧された契約者固有情報を、当該各号の定め

に基づく参照・閲覧の目的以外の目的に利用しないものとします。 

(1) 犯罪捜査のための通信傍受に関する法律の定めに基づく強制の処分その他裁判所の命令もしくは法令に基づ

く強制的な処分が行われた場合において、当該処分の範囲で開示する場合 

(2) 生命、身体または財産の保護のために必要があると当社が判断した場合において、当該保護のために必要な

範囲で利用、開示する場合 

(3) 当社が本サービスを運営するために必要な範囲（利用料金の算定、設備の維持等）において契約者固有情報

を参照する場合 

３ 当社は、本サービスに登録・入力されるデータに個人情報が含まれていた場合、本サービス利用の目的以外 

に利用しないものとし、個人情報の保護に関する法律および当社個人情報保護方針に基づいて、紛失・改竄・漏

洩等の危険から保護するための合理的な安全管理装置を講じ、厳重に管理するものとします。 

４ 当社は、本サービスの提供のため必要がなくなった個人情報に関して、一切のコピーを残すことなく、当社 

責任のもとで速やかに破棄するものとします。 

５ 本条の規定は、サービス利用契約が終了した後も有効に存続するものとします。 

 

第２１条（秘密情報の取り扱い） 

本規約において、秘密情報とは、以下の情報をいうものとします。 

(1) 秘密である旨の表示をした書面（電子的形式を含む）で開示された相手方固有の業務上、技術上、販売上の

情報 

(2) 秘密である旨明示して口頭またはデモンストレーション等により開示された相手方固有の業務上、技術上、

販売上の情報であって、開示後 10日以内に相手方に書面（電子的形式を含む）で提示された情報 

(3) サービス利用契約の内容（ただし、本規約およびサービス公開ホームページに掲載されている内容を除く） 

２ 前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、前項における秘密情報から除くものとします。 

(1) 開示の時点で既に公知のもの、または開示後秘密情報を受領した当事者（以下「受領者」という）の責によ

らずして公知となったもの 

(2) 受領者が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの 

(3) 開示の時点で受領者が既に保有しているもの 

(4) 開示された秘密情報によらずして、独自に受領者が開発したもの 

３ 契約者および当社は、それぞれ相手方から開示された秘密情報の秘密を保持し、本サービスの利用のために

（また当社においては本サービスの運営、開発等のために）知る必要のある自己の役員および従業員以外に開示、

漏洩してはならないものとします。また、契約者および当社は、秘密情報の開示のために相手方から受領した資

料（電子メール等、ネットワークを介して受信した秘密情報を有形的に固定したものを含み、以下「秘密資料」

という）を善良な管理者の注意をもって保管管理するとともに、第三者に譲渡、提供せず、また当該役員、従業

員以外の者に閲覧等させないものとします。 

４ 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合、契約者および当社は、相手方の秘密情報および秘密資料

を当該第三者に開示、提供することができるものとします。 
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(1) 法令により第三者への開示を強制された場合。ただし、この場合、受領者は事前に相手方に通知するよう努

めるものとし、当該法令の範囲内で秘密を保持するための措置をとることを当該第三者に要求するものとし

ます。 

(2) 弁護士、公認会計士等法令上守秘義務を負う者に、当該者の業務上必要とされる範囲内で提供する場合 

(3) 契約者および当社が、本条に定める秘密保持義務と同様の秘密保持義務を書面で課して、本サービスおよび

本サービスに関連するソフトウェア開発等に関する作業の全部または一部を当該第三者に委託する場合 

５ 契約者および当社は、相手方から開示された秘密情報を、本サービスのためにのみ利用するものとし、その

他の目的に利用しないものとします。 

６ 契約者および当社は、本サービスの利用のために必要な範囲で秘密資料を複製することができるものとしま

す。なお、秘密資料の複製物（以下本条において「複製物」という）についても本条の定めが適用されるものと

します。 

７ 契約者および当社は、相手方から要求があった場合、または、サービス利用契約が終了した場合、遅滞なく

秘密資料（複製物がある場合はこれらを含む）を相手方に返却、または、破棄もしくは消去するものとします。

なお、秘密資料を返却、破棄もしくは消去した後も、本条に定める秘密保持義務は有効に存続するものとします。 

８ 契約者および当社は、相手方の秘密情報を知ることになる自己の役員および従業員に本条の内容を遵守させ

るものとします。 

９ 契約者が保有する個人情報（「個人情報の保護に関する法律」第２条第１項に定めるものをいう）でその旨

明示のうえ開示された情報および当該個人情報の開示のために契約者から受領した資料（第 3 項の資料と同種の

ものをいう）についてはそれぞれ、本条における秘密情報および秘密資料と同じ取扱いを行うものとします。た

だし、第 2項第(1)号から第(3)号は個人情報には適用されないものとします。 

１０ 本条の規定は、サービス利用契約が終了してからも 5年間、有効に存続するものとします。 

 

第２２条（サービスに対する責任） 

当社の責に帰すべき事由により、サービス利用契約に基づく個々の本サービスが全く利用できない（当社が当該

本サービスを全く提供しない場合もしくは本サービスの支障が著しく、その支障が全く利用できない程度の場合

をいい、以下「利用不能」という）ために契約者に損害が発生した場合、契約者が本サービスを利用不能となっ

たことを当社が知った時刻から起算して 24時間以上利用不能の状態が継続したときに限り、当社は、以下の各号

の金額を限度として、賠償責任を負うものとします。ただし、当社の責に帰することができない事由から生じた

損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、逸失利益については、当社は賠償責任を負わない

ものとします。本サービスの利用不能に関して当社が負う法律上の責任は、本項に定める範囲に限られるものと

します。 

(1) 利用不能の生じた料金月の前料金月から起算して、過去 12か月間の利用量に応じて算出された本サービスの

利用料金の 1か月の平均額 

(2) 利用不能の生じた料金月の前料金月から起算して、サービス実施開始日までの期間が 12か月に満たない場合

には、当該期間の利用量に応じて算出された本サービスの利用料金の 1か月の平均額 

(3) 上記の期間が 1 か月に満たない場合には、利用不能の生じた日までの本サービスの利用量に応じて算出され

た 1日の平均額に 30を乗じた額 

２ 本サービスが利用できない事象に関して当社が負う法律上の責任は、前項に定める範囲に限られるものとし

ます。なお、次の各号に掲げる事由は、当社の責に帰すことができない事由（ただしこれらに限られない）であ

り、当社は、当該事由に起因して契約者に生じた損害については、いかなる法律上の責任も負わないものとしま

す。 

(1) 計画メンテナンスの実施 

(2) 地震、台風、洪水、嵐等の自然災害、感染症の発生、戦争、内乱、暴動 

(3) 行政機関または司法機関による業務を停止する旨の命令 

(4) クライアント環境の不具合 

(5) 本サービスに接続するためのネットワーク回線の不具合 

(6) 契約者の不正な操作 

(7) 第三者からの攻撃および不正行為 

３ 契約者および当社は、サービス利用契約に基づく債務を履行しないこと（ただし、前各項の場合を除く）、

および、第６条のいずれかに該当したことにより、相手方に損害が発生した場合、サービス利用契約の解除の有

無にかかわらず、前項各号を準用して算定された金額を限度として、賠償責任を負うものとします。ただし、当

事者の責に帰すことができない事由から生じた損害、当事者の予見の有無を問わず特別の事情から生じた損害、

逸失利益については、賠償責任を負わないものとします。 
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第４章 利用料金 

 

第２３条（サービス利用料金） 

契約者は、本サービスの利用にあたり、利用するサービスメニューごとに当社がメニュー表において定めた料金

（以下「メニュー利用料」という）の合計（以下「利用料」という）を、当社に対し支払うものとします。 

２ 本サービスの料金月は、当月 1日から当月末日までとします。 

３ 前各項に関わらず、メニュー利用料は各サービスメニューの料金起算日から発生するもとのし、利用開始日

から料金起算日の前日までの本サービスの利用については無料となります。 

 

第２４条（メニュー利用料の算出） 

メニュー利用料は、暦月に従い、サービスメニューごとに計算します。 

２ サービスメニューの利用開始日は暦月の初日として計算します。 

 

第２５条（利用料金の支払い） 

契約者は、前条により計算された各料金月の本サービスの利用料金および消費税等相当額を、申込書に定める支

払条件に従い、支払うものとします。 

２ 契約者が利用料金および消費税等相当額を支払期日までに支払わない場合、当社は契約者に催告のうえ、本

サービスの提供を停止することがあるものとします。 

 

第２６条（料金等の収納の委託） 

当社は、利用料の一部またはすべての収納を第三者に委託することがあります。 

 

 

第５章 その他 

 

第２７条（権利譲渡等の禁止） 

契約者は、サービス利用契約に基づく権利および義務を、第三者に譲渡、貸与等しないものとします。 

 

第２８条（転売の禁止等） 

契約者は、当社の事前の承諾のない限り、第三者に対して本サービスの全部または一部の機能に直接アクセスす

る形態での転売・再販売・サブライセンス等をしないものとします。 

２ 本規約は、当社との間でサービス利用契約を締結した申込者に適用されるものであり、申込者が、当社特約

店、代理店等の第三者（以下「販売会社」という）との間で本サービスの提供に関する契約を締結している場合

には、本規約は適用されず、本サービスの提供に関する条件は、当該販売会社と申込者との間で締結される契約

に基づくものとします。この場合においては、当社は、当該申込者による本サービスの利用に関し、当該申込者

に対し直接に責任を負うものではありません。 

 

第２９条（安全保障輸出管理） 

契約者は、本サービスに関連して外国為替及び外国貿易法（これに関連する政省令を含む）で規定する許可が必

要な輸出取引を行うときは、所定の許可を取得するものとします。 

 

第３０条（サービスの改廃） 

当社は、本サービスの提供を廃止することがあります。その場合、当社は、12か月の予告期間をおいて契約者に

その旨を通知するものとします。 

２ 当社は、本サービスの改善等の目的のため、当社の判断により、本サービスの内容の追加、変更、改廃等を

行うことがあります。当該追加、変更、改廃等の内容は、メニュー表およびサービス公開ホームページに記載さ

れます。当社は、本サービスの内容の追加、変更、改廃等を行うときには、30 日以上の予告期間をもって、変更

後の本サービスの内容を、メニュー表およびサービス公開ホームページに掲載します。 

 

第３１条（反社会的勢力等の排除） 

契約者および当社は、サービス利用契約の締結にあたり、自らまたはその役員（名称の如何を問わず、相談役、

顧問、業務を執行する社員その他の事実上経営に参加していると認められる者）および従業員（事業の利益に重

大な影響を及ぼす業務について権限を有するかまたはそれを代行する者）が、次の各号に記載する者（以下「反

社会的勢力等」という）に該当せず今後も該当しないこと、また、反社会的勢力等との関係を持っておらず今後

も持たないことを表明し、保証します。 

(1) 警察庁「組織犯罪対策要綱」記載の「暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社

会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等」その他これらに準ずる者 
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(2) 資金や便宜を供与したり、不正の利益を図る目的で利用したりするなど、前号に記載する者と人的・資本的・

経済的に深い関係にある者 

２ 契約者および当社は、自らまたは第三者を利用して、次の各号に記載する行為を行わないことを相手方に対

して確約します。 

(1) 詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いる行為 

(2) 違法行為や不当要求行為 

(3) 業務を妨害する行為 

(4) 名誉や信用等を既存する行為 

(5) 前各号に準ずる行為 

 

第３２条（特約事項） 

契約者ごとに特約事項を定めることがあります。特約事項は本約款の各条項に優先します。 

 

第３３条（合意管轄） 

本規約およびサービス利用契約に関する訴訟については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判

所とします。 

 

第３４条（準拠法） 

本規約およびサービス利用契約に関する準拠法は、日本法とします。 

 

以上 

（平成 29年 7月 1日改訂） 

個人情報の取扱について一部改訂 

①第１条（利用規約の適用）  個人情報の定義について追記 

②第２章 章名称の変更 

 変更前：利用規約 

 変更後：サービス利用規約 

③第４条（契約の締結等）   個人情報の取得に関して追記 

④第２０条（契約者固有情報）  個人情報の取扱に関して追記 
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<ＮＰ掛け払いサービスによる代金回収に関する特則> 

 

1. ＮＰ掛け払いサービス 

利用料については、商取引の決済等のサービスである「ＮＰ掛け払いサービス」を提供する株式会社ネット

プロテクションズ（以下ＮＰ社）が当社に代わり契約者に対して請求を行います。 

（「ＮＰ掛け払いサービス」の詳細については、次のホームページを参照。 

ＮＰ社ホームページ：http://www.netprotections.com/ ） 

 

2.支払方法および支払時期（支払期限） 

利用料のは請求払いまたは口座振替により支払うものとします。 

請求書はＮＰ社からご利用翌月第４営業日に発行されますので、請求書に記載されている銀行口座または、

コンビニの振込票で利用翌月末までに支払うものとします。 

口座振替の場合は、請求書兼口座振替通知書がＮＰ社からご利用翌月第４営業日に発行され、引き落としは

利用翌月の 27日（土日祝の場合は翌営業日）に実施されます。引き落としに失敗した場合は、銀行振り込み

またはコンビニ払いで支払うものとします。なお、口座振替をご利用する場合、ＮＰ社が指定する方法で口

座振替依頼の手続きが必要となります。 

 

3.債権譲渡 

当社が契約者に対してサービスを提供したことによって発生する当社の契約者に対する代金債権を当該利用

料相当額でＮＰ社へ譲渡することにより、契約者はＮＰ社に対して利用料を支払うことになります。 

 

4.振込手数料 

契約者がＮＰ社に利用料を支払う際に要する振込手数料等は契約者の負担となります。 

 

5.個人情報 

当社はＮＰ社の利用料請求に際して必要な契約者の個人情報については、ＮＰ社へ開示いたします。 

 

以上 

 

（平成 29年 4月 1日改訂） 

ＮＰ社が提供する商取引の決済等のサービス名称の変更に伴い、平成 29年 5月に発行される 4月分のご利用

料金に関する請求書に表記されるサービス名称が変更となります。 

変更前：FREX B2B 後払い決済 

変更後：ＮＰ掛け払い 

 

（平成 30年 8月 1日改訂） 

2.支払い方法および支払い時期（支払期限）に関して、支払い方法の追加（口座振替）に伴う改訂 

 

（令和元年 6月 1日改訂） 

2.支払い方法および支払い時期（支払期限）に関して、請求書発行日の変更 

変更前：ご利用翌月第 2営業日 

変更後：ご利用翌月第 4営業日 

 

 


